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１．はじめに 

 

毎年発表されるユーキャン新語・流行語大

賞で 2015 年間大賞に選ばれた「爆買い」。審

査委員会は「爆買い」を次のように解説して

いる。 

―増加を続ける外国人観光客のなかでも中

国からの訪日客は他を引き離し、ドラッ

グストアで、家電量販店で、スーパーマ

ーケットで、百貨店で、化粧品、医薬品、

お菓子など一人当たり 17 万円以上を「爆

買い」し、「大人買い」が精一杯の日本人

を圧倒し、世間を驚かせたのだった。（一

部抜粋） 

中国人が爆買いする化粧品、医薬品、お菓

子といった品々の中には、日本でしか販売し

ていないものも当然あるだろうが、中国でも

購入できるものも多く含まれている。では、

彼らはなぜわざわざ日本にやって来て爆買い

するのだろうか。日本で買った方が安いとい

う理由もあるが、「日本で買えば必ず真正品を

購入することができる」という安心感が爆買

いを後押ししているという点を忘れてはなら

ない。裏を返せば「日本製品は信頼している

が、中国で買う日本製品は信頼できない」と

いうことであり、それは中国で模倣品が氾濫

しているからである。 

 

 

２．模倣品被害の現状 

 

１）模倣品とは 

模倣品とは、知的財産権のうち特許権、実

用新案権、意匠権、商標権を侵害する製品を

指す。例えば、商標権侵害とは有名ブランド

のロゴマークを真似したマークを付けた製品

等を製造・販売するようなケースである。ま

た、著作権や著作隣接権*１を侵害した製品は

海賊版と呼ばれる。これは自分でコピーした

映画の DVD を無断で販売するようなケース

が該当する。 

 

２）模倣品がもたらす被害 

模倣品は、企業の真正品の販売を阻害し、

本来は得られたはずの売り上げを減少させる

だけでなく、企業イメージの悪化や企業の技

術力への信頼の失墜へとつながっていく。実

際に 2014 年にベトナムのホーチミン市で発

生した携帯電話爆発事件では、Nokia ブラン

ドの付いた中国製の模倣品が爆発して消費者

がけがを負っている*２。模倣品が原因であっ

たとしても、その状況を是正せずに放置して

いたことで企業の責任が問われることになり、

ブランドイメージの低下につながる。また、

消費者から「○○社の製品が爆発した」、「○

○社の製品が原因で事故を起こした」と見ら

れてしまうと、企業の技術力自体に疑問を持

たれかねない。適切な模倣品対策を行わない

ということは、自社製品を信頼してくれてい

る消費者を危険にさらすことに他ならないの

である。  

 
日本企業に求められる有効な模倣品対策とは 
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３）日本企業の被害状況 

日本企業の模倣品被害状況は、2014 年度で

模倣被害社率*３21.9%、被害社数 896 社であ

り、被害総額は 1,028 億円と 1,000 億円を超

える状況になっている。政府や企業が対策を

進めているにもかかわらず、被害状況に大幅

な改善は見られない（図表１）。 

 

 
図表１ 模倣被害社数及び模倣被害社率の推移 

  
出所）特許庁「2015 年度 模倣被害調査報告書」をもとに NRI 作成 

 

日本の模倣品被害を権利別にみると、特に

多いのは商標権侵害である*４。近年では、単

なるデッドコピー*５ではない巧妙な模倣品が

出回ったり、製造が小型化・分担化*６したり

しており、摘発がこれまで以上に難しくなっ

てきている。 

 

４）中国から世界へ 

日本企業の製品の模倣品の製造国の中心は

中国である。2014 年度に中国を製造国とする

模倣品の被害を受けた企業は被害社の 60.9%

であり、2 位の韓国（13.4%）を大きく上回

っている*７。中国で模倣品の多くが製造され

ているという被害状況は日本企業に限らず、

世界的な傾向である。また、近年は単純な構

造の製品では中国以外での製造も目立つよう

になってきた。 

中国で製造された模倣品は、中国国内で流

通するだけでなく、日本、台湾、欧州、韓国

をはじめとして世界中に拡散していく。最近

ではメイドインチャイナの模倣品が中東やア

フリカ、南米で発見されることも多くなって

きている。 

このような状況に鑑みると、まずは中国で

の対策を検討すべきである。同時に、近年の

模倣品を取り巻く環境を考えると、中国以外

の国にも目を向けていかなければならない段

階に移りつつある。 

 

 

３．模倣品対策の現状 

 

１）模倣品対策の全体像 

模倣品対策は大きく分けて、（A）権利侵害

発生前に予防的に実施するもの、（B）権利侵

害発生後にエンフォースメント*８として実施

するものの 2 つに分類される（図表２）。こ

のように、企業が自社製品の模倣品を野放し

にできないとして対応を迫られるとき、実施

し得る対策は多様である。目的や実施のタイ

ミング、予算、侵害国・地域等によって選べ

る対策は変わってくるため、体系的に対策を
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俯瞰した上で、何ができるのか、何をすれば

費用対効果が高いのかを検討し、適切な対策

を講じることが重要である。 

なぜなら、企業内に知的財産部門があり、

模倣品対策を主に行う専任担当者を置くこと

が理想的であるものの、一定規模以上の企業

であっても模倣品対策は総務部・法務部等で

兼任業務として実施していることが多いから

である。このような場合、模倣品対策を実施

したいと考えたとしても、何をどこから手を

付けたら良いのかわからないことが少なくな

い。手当たり次第に目に付いた侵害行為に対

して摘発等を行ったとしても、多額の費用が

かかるばかりで得られる効果は小さい。一度、

模倣品対策の全体像を俯瞰したうえで、何を

すべきか考えることが大切である。模倣品対

策の全体像は経済産業省模倣品対策室の「模

倣品・海賊版対策事例集」（平成 26 年 3 月）

*９でわかりやすく整理されている。 

 

 
図表２ 模倣品対策の全体図 

 
出所）経済産業省模倣品対策室「模倣品・海賊版対策事例集」（平成 26 年 3 月）をもとに NRI 作成 

 

２）権利侵害発生前に予防的に実施する対策

（事前対策） 

まず、「①権利取得・ブランディング」で模

倣品を防ぐことが可能である。代表的なもの

は商標権の取得である。国・地域により制度

は異なるものの、商標権を取得していれば、

自社製品のロゴに類似した商標を用いた製品

を無断で製造・販売している企業に対し、製

造・販売行為の停止や損害賠償等を請求でき

る。模倣品対策まで考えたうえで、開発部門・

営業部門等と連携して、どの種別の権利を取

得するのか、どの分類で権利を取得するのか、

どの国・地域で権利を取得するのか等を慎重

に検討する必要がある。そもそも著作権を除

く知的財産権は自然発生しないため、権利取

得が必要であり、権利を取得しておかなけれ

ば、模倣品発覚後のエンフォースメントが非

常に厳しくなる。また、自然発生する著作権

の場合でも、中国のように著作権登録制度が

存在する国では著作権登録をしておくという

手段もとり得る。さらに、権利取得だけでな

く、模倣品の危険性を販売者や消費者に啓発

する等、模倣品が販売・購入されないように

ブランディングに努めることも模倣品対策の

事後（エンフォースメント）事前（予防措置）
権利侵害

事前・事後の両方に係る模倣品対策

①

権利取得・
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②

製造と

情報管理

③

契約

④ 行政摘発

⑤ 行政訴訟

⑥ 民事訴訟

⑦ 刑事訴訟

⑨ 共同実施⑧ 調査・監視（モニタリング）
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一環である。 

次に、「②製造と情報管理」の視点も模倣品

対策として重要である。容易に模倣ができな

いように製造時に技術的工夫を施したり、そ

の技術的工夫が外部流出しないよう情報管理

したりすることで、模倣品の製造を防止する

ことが可能になる。 

そして、「③契約」により、製造工場から技

術情報が流出したり、工場や倉庫から真正品

が横流しされたりしないようにする。製造や

物流・販売に際して委託先と契約を結ぶ際、

模倣品対策を念頭に置く必要がある。かつて

は OEM 工場で「昼には真正品が製造され、

夜には模倣品が製造されている」と言われる

こともあった。技術情報が流出しないように

契約で縛るのは当然のことながら、真正品の

横流しにも注意しなければならない。横流し

は模倣品製造に直接つながるわけではないが、

正規ルート以外から製品が流通すると模倣品

発見時の真贋判定を困難にする。このような

事態を避けるため、原材料や個々の部品に至

るまで数量の管理を徹底する必要がある。 

 

３）権利侵害発生後にエンフォースメントと

して実施する対策（事後対策） 

権利侵害が発生した後、つまり、すでに模

倣品が製造・販売されていることに気が付い

た際に、これ以上、製造・販売されないよう

にしたり、損害を賠償してもらったりするた

めの対策がここでいう事後対策である。エン

フォースメントは国によって異なるが、本稿

では最も被害社率の高い中国における対策に

ついて述べる。 

まず、一般的なものが「④行政摘発」であ

る。行政摘発とは、中国各行政区の地方政府

に設置された管轄行政機関が、当事者からの

侵害者の侵害行為に対する取り締まり請求に

基づいて紛争を解決することである*10。また、

税関での取り締まりも行政摘発に含まれる。

行政摘発は手続きが簡便で、比較的短期間で

対応が可能かつコストも抑えられるというメ

リットがあるため、権利侵害発生時に行政摘

発を採用する企業は多いが、損害賠償を請求

することはできない。また、行政機関の意向

に左右されるといったデメリットも存在する。

例えば、緊急性がないと判断されたり、模倣

品の製造量からして担当官の手柄にならない

と判断されたりした場合には、実際に権利侵

害が発生していても行政摘発してもらえない

ケースもある。 

模倣品対策における「⑤行政訴訟」とは、

無効審判である。冒認登録*11 された権利を無

効にするためには無効審判を請求するしかな

いが、これは非常に大きな労力を要する。す

べての国・地域であらかじめ権利取得してお

くことはコスト的にも時間的にも非現実的で

はあるが、実際に中国で自社名を冒認登録さ

れ無効審判を起こした日本企業は、最終的に

無効が認められたものの無効審判の負担の大

きさを実感し、最初から多くの分類で先に権

利取得するよう方針転換したほどである。こ

のような観点からも権利取得の段階で、開発

部門や営業部門等と十分に検討を重ね、いつ

どこで権利取得しておくべきか戦略を立てる

ことが重要である。 

また、行政ではなく、司法による救済の「⑥

民事訴訟」がある。民事訴訟では、侵害行為

の差し止めや損害賠償、謝罪広告等を請求す

ることができる。 

そして、最後に「⑦刑事訴訟」がある。行

政摘発は手続きが容易ではあるが罰金額があ

まり高くないため、摘発されたとしても罰金

だけ払って再犯する事業者も存在する。それ

に比べて刑事訴訟で勝訴した場合のインパク

トは大きい。ただし、中国では不法経営金額

*12が 5万元以上でなければ刑事事件として訴

追できないことに留意しなければならない

*13。  
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４）事前・事後の両方に係る模倣品対策 

これまで事前対策、事後対策に大きく 2 分

類して見てきたが、これら双方に係る対策も

ある。「⑧調査・監視（モニタリング）」と「⑨

共同実施」である。 

「⑧調査・監視（モニタリング）」とは、主

に調査会社 *14 を活用して市場に自社の模倣

品が流通していないかチェックすることであ

る。また、模倣品発見時に模倣品業者の特定

や絞り込みを行う必要があるケースがあり、

このような場合にも調査会社を活用する企業

もある。自社社員や現地法人社員にチェック

機能を担わせる企業もあるが、現状では調査

会社を活用する企業が多いだろう。調査会社

は玉石混交であるため、適切な調査会社を選

定し、効果的・効率的な調査会社の活用方法

を検討する必要がある。 

「⑨共同実施」とは、業界団体で横連携し

たり、取引関係等に応じて事業者間で縦連携

したりして、個社でなく団体で情報共有、共

同摘発、展示会での啓発活動といった模倣品

対策を実施することを指す。 

 

 

４．日本企業の模倣品対策の問題点と求めら

れる対策 

 

１）日本企業の模倣品対策の問題点 

このように、多様な模倣品対策が存在し、

各社は状況に鑑みて模倣品に対応している。

しかし、模倣品被害を根絶させるのは容易な

ことではない。例えば、調査会社から模倣品

が発見されたと報告を受け、その模倣品業者

を摘発する、もしくは民事訴訟を起こし侵害

行為をやめさせる。これは非常に大事なこと

であるが、単に繰り返すだけのモグラ叩き状

態に陥っている企業は多い。特に中国では、

ある事業者を模倣品製造の疑いで摘発し、罰

金を払わせたとしても、すぐにその事業者が

まったく別の法人格に成り代わって、より巧

妙なやり方で模倣品製造を再開するケースは

多いと言われている。また、当該製品の模倣

品を製造している模倣品事業者が一社だけで

あることは少なく、いくら摘発しても同様の

模倣品を製造・販売する模倣品事業者が数多

く存在し、市場から模倣品が根絶されること

がないという点が、模倣品対策に苦慮すると

ころである。 

摘発を続けると市場の模倣品流通量を少し

でも減少させることができ、また、企業とし

て「模倣品を許さない」という姿勢を打ち出

すことになって結果的に模倣品を減少させる

ことにつながると考えられるものの、対症療

法にとどまっていると言わざるを得ない。

個々の事案に適切に対処するだけでなく、目

標を設定して戦略的に対策を講じていくべき

である。 

 

２）模倣品対策における目標管理 

模倣品対策において、目標を設定して戦略

的に対策を講じるにはどうすればよいのか。

まず、模倣品対策の最終ゴール（目標）を明

確にする。消費者保護とするのか、ブランド

価値の向上とするのか、各社の考えにより最

終ゴールを決める。この最終ゴールに向かっ

ていくために、消費者サイドはどうなってい

るべきか（消費者フェーズ）、そのために自社

がとり得る対策としては何があるか（対策実

施フェーズ）、対策を実施するために自社がど

うなっているべきか（組織・人材・学習フェ

ーズ）という目線で小さな目標を洗い出し、

これらの小目標同士の関係を整理して目標を

構造化する。この中で特に鍵になると判断し

た数個の主要目標についての状況を定期的に

モニタリングしていくことになる。例えば、

消費者フェーズで「模倣品の危険性を消費者

に認知してもらう」という主要目標があった

場合、消費者調査（アンケート等）により認
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知度をモニタリングしていくことになるし、

対策実施フェーズで「税関職員が真贋判定を

容易に行えるようにする」という主要目標が

あった場合は、「JETRO 等が開催する税関職

員向けの説明会等に参加する」ことを具体的

方策として置き、その参加回数をモニタリン

グしていくことになる。 

このような目標管理を導入すると、何のた

めに摘発等の取り組みを行っているのか、そ

もそも自社の最終ゴールに近づくためのより

適切な対策は何であるのか、現在の取り組み

は最終ゴールに向けて近づいていっているの

かが明らかになってくる。そして同時に、模

倣品対策は効果が見えにくいことが問題にな

ることがあるため、企業によっては、目標管

理により社内的に模倣品対策を推進しやすく

するというメリットがある。技術的対策や摘

発・訴訟には多額の費用がかかるが、対策を

すればするほど売り上げが増加するといった

目に見える効果が得られるものではない。逆

に、実際に模倣品が存在することでどれだけ

真正品の売り上げを阻害しているのか、とい

うことが容易に定量化できるものではない点

も難しさの一つである。模倣品を買う消費者

は 2 種類ある。一つは模倣品と気付かず真正

品と騙されて買う人、もう一つは模倣品とわ

かった上で買う人である。前者の一定数は、

模倣品の流通量が減少したり、真贋判定が可

能になって模倣品であると気付いたりすれば、

模倣品から真正品にシフトすることが予想さ

れる。しかしながら、後者は当然のことなが

ら前者の中でも一定数は、模倣品から真正品

にシフトすることはない。模倣品は真正品に

比べて圧倒的に安価である。A 社の模倣品が

入手できなくなったら、A 社の真正品を購入

するのではなく、まだ入手できる B 社の模倣

品に移行する層も存在するのである。そのた

め、模倣品対策をいくら手厚く実施したとし

ても、自社の売り上げが伸びるとは限らない。

一方、売り上げが伸びたからと言って、模倣

品対策の効果であると断言することもできな

い。このような状況下では、模倣品対策に従

事する担当者は対応が十分なのかどうか判断

がつかず、対策を滞らせる要因にもなり得る。

模倣品の流通量を定点観測したり、KPI（Key 

Performance Indicator：重要業績評価指標）

を設定して消費者動向を定点観測したりする

ことは、自社の模倣品問題の全体像を明らか

にして戦略的な対策を講じる判断材料になる

だけでなく、適切な対策が進んでいることを

社内的に認知してもらうための役割も担うこ

とになる。 

 

３）海外の先進的な取り組みへの参画・コラ

ボレーション 

特に、欧米企業は日本企業よりも模倣品対

策に積極的と言われている。模倣品はブラン

ド価値を下げ、売り上げを減少させるとの考

えに基づき、大々的な活動を行っている大手

企業も多い。また、本来競合関係にある企業

同士が、模倣品対策では利害対立しないと考

え、ともに民間団体を設立して模倣品対策を

共同実施している例も多い。 

その中でも特に著名なのが中国で活動する

QBPC （ Quality Brands Protection 

Committee of China Association of 

Enterprises with Foreign Investment：中国

外商投資企業協会 優良ブランド保護委員会）

である。QBPC は欧米企業を中心とした多国

籍企業の中国における子会社約 200 社からな

る民間団体である。加入条件の一つに「消費

品あるいは工業品の有名ブランドの所有者で

あること」と明記されている*15 ことからもわ

かるように、ブランド保護に対する意識が非

常に高い。QBPC は加盟企業が多いことから

個社で実施するより摘発数が桁違いに多く、

10 万個以上の模倣品が摘発されるケースも

ある。加盟企業の模倣品が含まれる場合、担
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当者にタイムリーに連絡が入って摘発・訴訟

に参加することができる。そして、QBPC で

特筆すべきは、横のつながりの強さである。

QBPC 加盟企業同士で調査会社に関する情報

や模倣品発見情報を共有し、互いに確実で効

率的な対策を推進している。 

すでに日本企業で QBPC に加盟している

企業もあるが、加盟企業の担当者の話による

と「QBPC における日本企業の存在感は大き

いとは言えず、その理由として模倣品対策費

用が欧米企業とは桁違いに少なく、できるこ

とが限られる」という指摘も聞かれた。日本

企業も QBPC のような大規模なグローバル

企業が参加する組織における活動を通じ、欧

米企業がブランド維持にどれだけ本気で取り

組んでいるのかを肌で感じ、模倣品対策が実

は中長期的な売り上げ向上とブランド維持・

向上のための非常に重要な活動であると実感

することが重要ではないだろうか。 

 

 

５．おわりに 

 

模倣品は、企業の正当な販売機会を逸失す

るだけでなく、企業イメージの悪化や企業の

技術力の信頼の失墜へとつながっていくとい

うことを忘れてはならない。どんなにブラン

ド力があろうと、技術力が優れていようと、

模倣品が出回っているのであれば、自社製品

を安心・安全と思ってくれる消費者を自分た

ちの関知していないところで危険にさらして

おり、消費者に不利益を与えている。政府の

対応に頼るだけでなく、各社が模倣品のリス

クを十分に認識した上で、戦略的な対策を講

じることが求められる。 

模倣品対策のベストプラクティスについて

は、野村総合研究所が経済産業省模倣品対策

室の委託調査として作成した「模倣品・海賊

版対策事例集」（平成 26 年 3 月）に、経緯と

ともに問題の構造とポイントがまとめられて

いる。模倣品対策を戦略的に検討する際の参

考にされたい。 

 

 

［脚注］ 

*1 著作隣接権とは、著作物の伝達に重要な役割を

果たしている実演家やレコード製作者、放送事

業者、有線放送事業者に認められる権利をいう。 

*2 出所は、VIETJO ベトナムニュース「ポケット

で中国製の携帯電話が爆発、女性が太腿を火傷

（2014 年 9 月 11 日）」 

*3 模倣被害社率＝模倣被害社数／総回答社数 
（特許庁が実施した模倣被害調査（回答者

4,090 社）より算出） 

*4 2014 年度に何らかの模倣品被害を受けた企業

の中での知的財産権権利種別の模倣被害社率は、

商標 56.4%、特許・実用新案 34.0%、意匠 30.0%、

著作物 17.4%、営業秘密・ノウハウ 4.8%となっ

ている（被害社 896 社の複数回答）。なお、商

標、意匠、特許・実用新案には権利化されてい

ないものも含む。（出所は、特許庁「2015 年度 

模倣被害調査報告書」） 

*5 デッドコピーは、複製品を意味し、真正品の形

状を完全に、もしくはその大部分をそのまま踏

襲した模倣品を指す。 

*6 近年、模倣品製造の全工程を大規模工場で一貫

して実施するケースが減ってきている。製造を

小規模な住居のような場所で実施しているケー

ス（小型化）では製造場所の特定が困難になる。

また、個々の部品をそれぞれ小規模工場で製造

し、出荷直前に一か所に集めて組み立て完成さ

せるケース（分担化）では、模倣品が完成品と

して工場に置かれている時間が短いため、現場

を押さえることが困難になる。 

*7 特許庁「2015 年度 模倣被害調査報告書」にお

ける模倣品の製造国・地域の被害社率 

*8 エンフォースメントとは法執行を意味し、ここ

では権利侵害発生後に権利者が侵害者に対して

当該権利を根拠に実施する対応（行政摘発、行

政訴訟、民事訴訟、刑事訴訟）を指す。 

*9 野村総合研究所の受託事業 

*10 出所は、JETRO「模倣対策マニュアル 中国編」

（2013 年 3 月） 

*11 冒認登録とは、本来出願する権利を持たない人

が悪意を持って権利出願し、登録されてしまう

ことを指す。 

*12 模倣品の製造、貯蔵、運輸及び販売の価値をい

う。販売した模倣品の価値は実際に販売した価

格から計算する。製造、貯蔵、運輸及び販売さ

れていない模倣品の価値は表示価格又は精査し

た模倣品の実際の平均販売価格から計算する。

模倣品に表示価格がない場合、又は実際の販売
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価格を精査できない場合には模倣品の市場の中

間価格から計算する。（参考：JETRO「最高人

民法院  最高人民検察院による知的財産権侵害

における刑事事件の処理についての具体的な法

律適用に関する若干問題の解釈（2004 年 12 月

8 日発布）」） 

*13 中国における刑事訴訟の訴追基準は金額基準

だけでない。その他の基準については侵害した

権利種別ごとにそれぞれ細かく規定されている。 

*14 中国では、模倣品の製造や販売に関して調査を

行い、製造元を突き止めたり、販売品目や流通

量を突き止めたりする民間調査会社が多数存在

している。 

*15 経済産業省「海外の民間団体における模倣品等

対策に関する調査報告書」（平成 27 年 3 月） 
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